
令和４年度一般会計決算（見込み）のポイント

１ 決算規模
○ 歳入 １兆 ８８億７０百万円（前年度比▲１．３％）
○ 歳出 ９，５５５億９６百万円（前年度比▲１．６％）

令和４年度は，実質的な地方交付税が減となったことや，投資的
経費が減となったことなどにより，歳入・歳出ともに前年度を下回
った。 （図１，２）

２ 決算収支
○ 実質収支 ２１０億６６百万円（③ １５７億２７百万円）
○ 実質単年度収支 ５３億４１百万円（③▲ ３０億４５百万円）

行財政運営指針に基づく歳入確保や徹底した事務の効率化等
により実質収支は黒字となっており，実質単年度収支も黒字と
なっている。

３ 決算の特徴
【 歳 出 】
○ 人件費

令和３年度人事委員会勧告に基づく期末手当支給水準の引下げが令和４
年度に実施されたことに伴う期末手当の減などにより，減少
（前年度比▲０．４％） （図３）

○ 物件費
新型コロナウイルス感染症対策に要する経費の増などにより，増加

（前年度比＋２７．０％）

○ 普通建設事業費
鹿児島水産高校の実習船建造が令和３年度をもって終了したことや，防

災・減災，国土強靱化のための５か年加速化対策に対応した事業などの前
年度からの繰越額の規模が令和３年度に比べ小さかったことにより，減少
（前年度比▲３．３％） （図４）

○ 災害復旧事業費
令和４年度に発生した災害の規模が前年度に比べ小さかったことや，前

年度からの繰越額の規模が令和３年度に比べ小さかったことにより，減少
（前年度比▲２４．４％） （図５）

○ 扶助費
新型コロナウイルス感染症対策や後期高齢者医療制度に要する経費の増

などにより，増加（前年度比＋２．７％） （図６）



○ 公債費
借入利率の低下による利子の減などにより，減少

（前年度比▲１．０％） （図７）

○ 義務的経費
扶助費の増により，義務的経費（人件費，扶助費，公債費）が増加

（前年度比＋０．３％） （図８）

【 歳 入 】
○ 県税

原油価格高騰等に伴い，輸入取引に係る地方消費税が増収となったこと
などにより，増加（前年度比＋０．４％） （図９）

○ 実質的な地方交付税（地方交付税＋臨時財政対策債）
法人事業税の増などによる基準財政収入額の増などにより，減少

（前年度比▲１０．５％） （図１０）

○ 国庫支出金
新型コロナウイルス感染症対策に係る国の補正予算等による国庫支出金

が増加したことや，前年度からの繰越額の規模が令和３年度に比べ大きか
ったことにより，増加（前年度比＋４．１％）

○ 県債
地方交付税の振替である臨時財政対策債の減や普通建設事業費等の減な

どにより，減少（前年度比▲２５．８％） （図１１）

４ 県債残高・基金残高
○ 県債残高

行財政改革の取組等により，本県独自に発行する県債の残高は，前年度
に比べ７９億８６百万円減の１兆４９６億５７百万円
（前年度比▲０．８％）
総額は，臨時財政対策債及び減収補塡債の残高の減少により，前年度に

比べ３４１億８百万円減の１兆５，５４３億４７百万円
（前年度比▲２．１％） （図１２）

○ 財政調整に活用可能な基金残高
行財政改革の取組等により増加し，２５０億３百万円

（前年度比＋０．０％） （図１３）


